
農地利用集積対策事業（継続） 

１ 趣    旨 

担い手への農地集積・集約化を促進するため、農地中間管理機構が行う取組に必要な経費を支援するとともに、農地中間管理事業を

活用して農地集積に取り組んだ地域や個人に対して協力金を交付する。 

 

２ 事 業 内 容 

（１）農地中間管理機構事業 

機構が農地を借り入れ、担い手へまとまりのある形で貸し付ける取組に必要な経費等を助成する。 

 

（２）機構集積協力金交付事業 

農地中間管理事業の活用により担い手へ農地を貸し付けた場合に地域または農地の出し手に対して協力金を交付する。 

ア 地域に対する支援 

（ア）地域集積協力金 

  実質化した人・農地プランの策定地域を対象として、地域内の農地を機構に貸し付け、担い手へ農地を集積・集約した地域

に協力金を交付する。 

【集積タイプ】 

機構を活用して交付対象面積の１割以上が新たに担い手へ集積された場合に取り組み地域に対して交付する。 

 機構の活用率 

（当該年度の貸付面積÷地域の農地面積） 交付単価 

一部地域 中山間地域 

区分１ ２０％超４０％以下 ４％超１５％以下 １．０万円／10ａ 

区分２ ４０％超７０％以下 １５％超３０％以下 １．６万円／10ａ 

区分３ ７０％超 ３０％超５０％以下 ２．２万円／10ａ 

区分４  ５０％超 ２．８万円／10ａ 

※1 担い手が不足する地域は、一定の条件の下、 

１割以上を1/2に緩和。 

※2 東日本大震災の津波被災地域は、0.3万円/10a

上乗せ。 
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【集約化タイプ】 

担い手同士の耕作地の交換に取り組む地域に交付する。（令和３年度から集積タイプと集約化タイプを同時に交付可能予定） 

 機構の活用率（累積） 交付単価 

区分１ ４０％超７０％以下 ０．５万円／10ａ 

区分２ ７０％超 １．０万円／10ａ 

 

イ 個々の出し手に対する支援 

（ア）経営転換協力金 

機構に対し農地を貸し付け、経営転換又はリタイアする者等へ交付する。 

１．５万円／10ａ（上限額５０万円／１戸） 

 

３ 事業実施主体   ２の（１）（公財）福島県農業振興公社、２の（２）市町村 

 

４ 予 算 額   ６４８，２３７千円 

 

５ 補 助 率   ２の（１）定額、２の（２）定額 

 

６ 事業実施期間   平成２６年度～令和３年度  

 

【担当課：農業支援総室農業担い手課 ０２４－５２１－７３８１】  
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①農地中間管理機構事業
（農地中間管理機構への支援）

機構が農地集積等に取り組むために必要な経費を助成

②機構集積協力金交付事業
（地域・農業者への支援）

機構に対し農地を貸し付けた地域等に対して協力金を
交付

○農業の生産性を高め、競争力を強化していくため、担い手への農地集積・集約化を加速し、生
産コストを削減していくことが必要

○本事業により、農地の中間的受け皿となる農地中間管理機構による担い手への農地集積と集約化
を支援し、競争力強化のために不可欠な農業構造の改革と生産コストの削減を実現

事業内容

農地利用集積対策事業

農地中間管理事業の仕組み

⽬標（令和５年度）
担い手への農地集積７５％

地域内の分散・錯
綜した農地利用

担い手ごとに集約
化した農地利用

農地の集積・集約
化でコスト削減
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